
36,514 千円

1,057 健康づくり課

1,978 健康づくり課

130 福祉課

1,417 福祉課

260 学校教育課

△ 384 学校教育課

500 福祉課

1,820 消防本部

平成30年６月市議会定例会で成立した補正予算の概要

　各会計の補正予算の額は、

●一般会計（補正予算第1号）

◎　補正予算の主な内容　（☆は新規事業、補正額の単位は千円、減額は△で表示）

　※「主な内容」欄には全ての補正内容を記載していない場合がありますので、「補正額」欄の金額とは一致しない場合があります。

　※一般会計分は、第五次総合計画の基本目標別に掲載しています。

　※事業の詳細は、各担当課へお問い合わせください。

１　一般会計

１　みんなが助け合い、健康に暮らせるまちづくり　（健康・福祉）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

☆一般管理事務費【保健衛生総務費】

　インターネット検索で有料イラストを無料イラストと誤解し、パンフレット等に使
用したことに対する賠償金（使用料、延滞金分）を計上します。

☆母子保健事業

　産後初期の母親の健康状態はその後の子育てに影響することから、県内で
は先駆的に10月から産後健康診査を実施し、費用を助成します。

○支援費サービス事業

　障害者総合支援法の改正に対応するため、システム改修を行います。

○一般管理事務費【生活保護総務費】

　生活保護法の改正に対応するため、システム改修を行います。

２　子どもたちが未来に夢をもてるまちづくり　（子育て・教育）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○小学校管理運営事業

　寄附金を活用し、井上小学校で元気づくり支援金事業として行う水車復元に
併せて周辺整備を行い環境美化の充実を図ります。

○児童クラブ運営事業

　北相之島町児童クラブの廃止により、委託料を減額します。

○母子・父子家庭支援事業

　村石母子、父子家庭特別奨学金給付金の受給者増により、給付金を増額し
ます。

３　豊かな自然あふれる地域環境を守り、安心して安全に暮らせるまちづくり　（環境・安心安全）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○一般管理事務費【常備消防費】

　長野県市町村振興協会の助成金を活用し、自主防災活動用の消火栓放水
器具の経費を計上します。（13箇所）
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140 生涯学習 スポーツ課

375 生涯学習スポーツ課

13,776 農林課

1,300 農林課

1,500 商業観光課

243 商業観光課

12,300 商業観光課

2,096 まちづくり課

5,000 市民課

△ 3,265 財政課

４　多様な文化を学び育て、交流する創造的なまちづくり　（生涯学習・文化振興・スポーツなど）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○博物館管理運営事業

　分散展示等について市民に意見を聞く機会を増やし、計画に反映するた
め、博物館基本計画策定委員会の開催回数を増やします。

○生涯学習推進事業

　地域発・元気づくり支援金を活用し、講座の開催回数や交流昼食会での郷
土食料理実習を拡大して実施します。

５　みんなの活力があふれるまちづくり　（産業振興）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○農業振興対策事業

　新たに活動組織が設立されたため、多面的機能支払交付金を増額します。

☆産地ブランド推進事業

　地域発・元気づくり支援金を活用し、農家民泊の先進地視察や受入体験を
通じて受入農家を確保し、須坂のPRにより交流人口増に向けた取り組みを実
施します。

○観光・誘客宣伝事業

　須坂温泉㈱に地域おこし協力隊２人を派遣し、生産性革命に資する地方創
生拠点整備交付金事業や観光振興、農業振興、地域振興などの活動、また、
旅館業の研修などを通じて地域を盛り上げるための活動費を計上します。

○観光施設管理事業

　ふれあい健康センター（湯っ蔵んど）の排煙設備について、建築基準法に基
づく定期報告が必要と判明したことから、点検費用を計上します。

☆観光施設整備事業

　須坂温泉古城荘を指定避難所として整備するため、緊急防災・減災事業債
を活用し、須坂温泉㈱に耐震補強、改修工事に必要な設計を行うための費用
を負担します。

６　みんなが快適に生活できるまちづくり　（都市基盤整備）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○動物園管理運営事業

　アカカンガルーが獣舎内で不慮の事故により死亡したことから、獣舎の安全
対策を行います。
　トナカイ「ダリア」のお嫁さんを迎え入れます。

７　みんなが主役のまちづくり　（行政経営）

主　　な　　内　　容 補正額 担当課

○市民支援事業

　長野県市町村振興協会の助成金を活用し、備品整備を行う区（太子町・南
横町）への補助金（10/10）を計上します。

○財政管理事業

　現在の財務会計システム使用期間延長により、使用料を減額します。
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